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日本の公害経験と今日の環境問題 
－ 環境測定分析（環境監視）が果たす役割 － 

 
１． はじめに 
すでに承知の通り、地球規模の環境問題には「地球温暖化」、「熱帯雨林の破壊と砂漠化」

「酸性雨」「オゾンホール」そして「途上国における公害問題」等が上げられる。これら地

球規模の環境問題に対する日本の取り組みは、温暖化問題については昨年１２月の京都会

議（気候変動枠組み条約第三回締約国会議）で約束した温暖化ガス排出削減目標への対応・

対策が第一に上げられる。日本は京都会議の折り、温暖化物質削減目標として９０年比で

６％削減することを約束している。 
また、熱帯雨林と砂漠化については、関係国における植林活動や対策技術等の援助を実

施している。例えば、実際に中国に対してはタクラマカン砂漠における砂漠化防止の技術

援助や NGO（非政府組織）による黄土高原での植林活動等が行われている。酸性雨につい
ては、１９９３年から９５年の３年間においてアジア１０ヶ国（中国、インドネシア、日

本、韓国、マレーシア、モンゴル、フィリピン、シンガポール、タイ、ロシア）における

専門家会合を日本で開催し、アジア地域における酸性雨モニタリングネットワーク構築の

プロトコル作りを行っている。その後、中国の重慶特別市と成都市の２ヶ所で、東アジア

酸性雨モニタリングネットワークの地点選定等を考慮に入れた実証試験が行われた。また

同モニタリングネットワークのセンターとして日本の新潟県が選定され、現在その準備が

進められているところである。途上国における公害問題については、日本政府は毎年２千

億円にも及ぶ環境 ODA（政府開発援助）を実施している。 
ところで、中国における経済発展には目覚ましいものがあり、これに伴い様々な公害問

題が顕在化してきていることは周知の事実である。冒頭の酸性雨問題もしかり、また都市

部における自動車排ガス汚染や騒音などの公害問題、また工場や飲食店排水による河川や

湖沼ならびに沿岸海域の水質汚濁問題など、かつて日本が辿った道を中国も同じように経

験している。 
そこで、以下日本が過去歩んだ公害の歴史とそれを見事に克服した背景、また現在の日

本が抱えている新たな環境問題とその取り組み実態等について、環境測定分析（環境監視）

の視点から紹介する。これらの情報が海南島における環境保全活動推進の一助となると同

時に、同島経済の持続的な発展に生かされれば幸いである。 
 
２．日本環境測定分析協会とは 
筆者が所属する（社）日本環境測定分析協会（以下、日環協という）とは、環境測定分

析を事業として営んでいる環境計量証明事業所と日本の国家資格である環境計量士資格を

持つ個人会員から構成されている組織で、１９７４年日本国通商産業省と環境庁との共管

の基に誕生した。会員総数は事業所会員５２４、環境計量士会員４８６の合計１，０１０
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に及んでいる（１９９８年４月現在）。 
この制度誕生の背景は、それまで無許可で行えた環境測定分析ビジネスを許認可制にす

ることで同事業の信頼性を担保することにあった。これは１９７０年に開催された公害国

会（公害問題を主テーマとする国会であったためこう呼ばれた）とも関連しており、新た

に誕生あるいは改正された大気汚染防止法あるいは水質汚濁防止法など多くの法律が１９

７３，４年に施行されることに合わせ、環境測定分析事業も法の監視下に置いたものであ

る。 
日環協の事業は、会員が進める環境測定分析事業に役立つ環境行政や測定分析技術情報

等を速やかに提供することが主なものである。したがって、環境セミナーや技術研修会を

開催したり、また国からの委託業務実施の成果をいち早く会員に知らせる等の活動を行っ

ている。日環協の組織構造と事業内容を図－１、表－１に示した。 
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図－１ 日環協の組織 
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表－１ 日環協組織の概要 

中央の所管窓口 事務局構成員の数 会員の数 単年度予算規模 

 通商産業省 

 環境庁 

・ 専務理事 １人 

・ 事務局長 １〃 

・ 一般職員 １〃 

合 計  ９人 

事業所会員 ５２４ 

個人会員  ４８６人 

 

 合 計  １，０１０ 

 

約２億円 

 
３． 日本の公害の歴史と環境測定分析が果たした役割 
表－２に日本の代表的な公害の歴史を示した。いわゆる四大公害の一つである「水俣病」

が社会的に表面化したのは今から４５年前の１９５３年で、始めは奇病（原因が不明な病

気）として見られていた。また「四日市喘息」と「イタイイタイ病」は水俣病の発生から

２年後、１９５５年に確認されている。４つ目の「新潟水俣病」については、これらの公

害病に遅れること１０年の１９６４年に最初の中毒患者が現れている。日本での公害問題

は、戦後の高度成長が始まった年１９５２年（昭和２７年）以降から１９７０年代初頭ま

での２０年の間で多発している。ちなみに、日本の高度経済成長期における経済成長率（実

質 GNP）は、１９５２年～１９５８年までが６．８８％、１９５８年から１９７３年まで
が１０．４１％であった。石油ショック後の１９７３年～１９７６年には２．３７％に落

ち込んでいる。こうした経済の歩みは、１９８０年代初頭から今日までの中国に極似して

いる。 
前述した通り、日本は極めて深刻な公害問題を克服するために１９７０年に公害国会を

開催し、多くの公害・環境法律を成立させている。翌年の１９７１年には本格的な環境保

全行政を推進する国の機関すなわち環境庁が誕生している。また、日本の地方公共団体（地

方政府）もこの環境庁の誕生後、地方の環境行政を司る公害・環境部局を組織している。

また地方公共団体では、より専門的に汚染状況の実態把握や対策を検討する機関として公

害（環境）研究所をあわせ整備している。 
 
一方、公害の測定分析業務が時代に新しいビジネスとして注目され、１９６０年代後半

にはすでにいくつかの企業によって測定分析事業が開始されている。こうした事業所は、

環境庁の誕生と法律の施行年に当たる１９７２年以降急激に増加した。そして１９７４年

の計量法の一部改正により公害測定分析事業が法律に基づく登録制になったことから、測

定分析会社の設立がさらに加速されることとなった。前述した通り、日環協は同じ年に通

商産業省と環境庁との共管による公益法人として認可を受けている。協会設立当初の会員

数は３０６事業所であったが、今日では５２４事業所が日環協会員となっている（図－２

参照）。ちなみに、日本全国における環境計量証明事業所数は１．４２３（１９９８年４月

末現在）で、このうち日環協会員の割合は３７％に相当する。 
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表－２ 日本の公害年表（※：四大公害） 
西暦年 公 害 事 件 等 関連した主な出来事 
１９５３年 熊本県水俣市で奇病発生 ※ 
１９５５年 水俣市の奇病社会問題となる 東京都、ばい煙防止条例制定 
〃 四日市喘息発生 ※ 
〃 イタイイタイ病医学会で発表 ※ 

１９５９年 熊本大学、水俣病の原因を有機水銀と発表  
〃 四日市喘息患者多発  

１９６０年  ベトナム戦争 
１９６２年 東京、スモッグ問題が発生  
１９６４年 新潟県阿賀野川流域に有機水銀中毒患者 ※ 
１９６５年 静岡県田子ノ浦ヘドロ問題（硫化水素発生）  
１９６７年 阿賀野川有機水銀中毒の発生源は昭和電工  
〃 厚生省、中央公害対策審議会設置  

１９６８年 イタイイタイ病の原因究明（カドミウム：Ｃｄ） 大気汚染防止法の制定 
〃 カネミ油症事故発生（ＰＣＢ）  

１９７０年 公害国会開催（公害関係法案１４法成立）  
〃 東京、光化学スモッグ多発  

１９７１年 環境庁の誕生  
〃 イタイイタイ病損害賠償訴訟の判決  
〃 新潟水俣病（阿賀野川有機水銀中毒） 損害賠償請求、原告勝訴 

１９７２年  中日国交正常化 
〃 －多くの公害法律が施行された－ ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ国連人間環境会議 
〃 四日市公害訴訟の判決  

１９７３年  オイルショック 
１９７４年 国立公害研究所が発足  
〃 環境計量証明事業所登録制度の開始  
〃 大汚法の一部改正（総量規制）等  
〃 （社）日本環境測定分析協会の発足  

１９７５年 東京、六価クロム汚染問題表面化  
１９７８年  中日平和友好条約調印 
１９９２年 リオサミット（環境と開発に関する国際会議）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図－２　日環協会員数の推移
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３－１．環境測定分析が果たした環境保全効果 
日本の深刻な公害問題は１９７０年代に入って急速な改善を見せている。図－３は大気

中の亜硫酸ガス濃度の経年変化を示したものであるが、この図からも第一次オイルショッ

クを迎えた１９７３年には１９６７年の０．０５９ppm（０．１６８ｍg/ｍ３に相当）の値
に比べ約１／２の０．０３０ppm に減少している。今日では、高濃度が見られていた時期
に比べおよそ１／６の０．０１０ppmまでに減少している。 
ところで、日本の有識者はこのように深刻な公害問題が克服できた背景として、①厳し

い環境法律の執行と、②優れた公害防止技術の効果的な運用を上げている。すなわち法律

と技術による官民協力が改善をもたらしたと説明している。これはこれで事実であるが、

筆者は、背景にきめ細かな環境測定分析（環境監視）の実施体制があったことを見落とし

てはならないと考えている。中でも、民間の環境測定分析事業所の果たした役割は極めて

大きかったと見るべきであろう。環境行政に必要なデータの提供、また民間企業が進める

公害防止技術開発のためのデータ収集支援など、環境保全の実現には「先ず始めに環境監

視（測定分析）ありき」であり、日本の公害問題克服はこの対応が確実に実施されたから

であると確信している。 
なお、１９９４年現在の日本における環境ビジネス構造は図－４に示すとおりで、測定

分析ビジネスは市場規模の最も小さいところに位置づけられる。しかし、いずれの環境ビ

ジネスも測定分析なしには進められない。廃棄物の適正処理には的確な汚染物質データが

必要であり、公害防止装置や測定機器メーカーでは性能を保証するデータが、また環境管

理計画策定やアセスメント実施には当然多くの測定分析データに基づく解析が伴う。つま

り環境測定分析は環境保全の要であると言える。 

 
 
 

図－３　亜硫酸ガス濃度の経年変化
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３－２．日本における環境測定分析ビジネスの現状 
前述したとおり日本における環境測定分析ビジネス市場の規模は、１９９４年統計で１，

３００億円となっている。このうち分野別のビジネス規模を見ると、最も市場規模の大き

い分野は水質汚濁の５７０億円で、続いて大気汚染の約２５０億円となっている（表－３

参照）。以後、土壌・底質、産業廃棄物、騒音、悪臭、振動の順となっているが、今日では

１９９７年から有害化学物質規制が本格的に始まったことにより、これまでビジネス市場

として比較的規模が小さかった土壌・底質あるいは産業廃棄物の分野が急速に拡大するこ

とが予想される。ちなみに、日本ではダイオキシン問題が表面化したことに伴い、大気や

水質あるいは土壌・底質など環境メディア試料に加え、廃棄物はもとより生体試料や食品

中のダイオキシン類の測定分析業務が急増し、環境測定分析ビジネス市場を一気に１００

億円以上も押し上げる事態となっている。また、PCB や DDT あるいはビスフェノール A
などの化学物質が「外因性内分泌攪乱物質（環境ホルモン様物質）」として新たに注目され、

これらの情報・知見量が圧倒的に不足している日本では、ダイオキシン類と共に環境ホル

モン様物質なども加わり、いわゆる有害化学物質の測定分析ビジネス市場が急拡大する様

相を見せている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－４ 日本の環境ビジネス構造 
（全てを支える環境測定分析産業） 

産業廃棄物産業：３兆５千億円 
（廃棄物処理、リサイクル等） 

公害防止装置、分析機械産業 
１兆１千億円 

シンクタンク、コンサルタント 
３千７百億円 

（廃棄物処理、リサイクル等） 
環境測定分析産業 
１千３百億円 

環境測定分析産業 
１千３百億円 
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表－３ 事業分野別の売上額  （*の単位：％） 
事業分野 売上（百万円） 比 率* 官 需* 民 需* 

大  気   ２５，１４２ １９．５ ３３．６ ６６．４ 

水  質   ５７，２９１ ４４．６ ３４．６ ６５．４ 

底質・土壌    ５，５２３ ４．３ ４０．５ ５９．５ 

悪  臭    ２，７８８ ２．２ ４６．７ ５３．３ 

騒  音    ４，４１７ ３．４ ７５．０ ２５．０ 

振  動    １，４１４ １．１ ３８．５ ６１．５ 

産業廃棄物    ５，５０７ ４．３ ３０．５ ６９．５ 

作業環境    ９，２７８ ７．２ １３．８ ８６．２ 

ビル管理    ２，５５５ ２．０ ２６．１ ７３．９ 

放射性物質    ３，８０９ ３．０ ６５．８ ３４．２ 

そ の 他   １０，８２７ ８．４ ３１．６ ６８．４ 

合  計  １２８，５５９ １００．０ ３４．１ ６５．９ 

ダイオキシン １００億円 １９９８年における市場規模 

有害化学物質 ５００～６００億円 向こう５年以内に見込まれる市場規模 

 
４．中国における環境汚染（公害）の現状 
周知の通り中国の経済成長率は、１９８１年～１９９２年の１１年間の平均で８．９％、

その後も平均して１０％近い伸びを示している。しかしながら１９９８年はアジア経済全

体の低迷に加え、中国南部の大雨による作物被害が予想以上に大きいことから８％達成が

危ぶまれている。 
いずれにしても中国はここ１７年間で平均して８％を越す経済成長率を果たし、この結

果、かつて日本が経験したと同じ深刻な公害問題を抱えるに至っている。表－４に各国の

硫黄酸化物と窒素酸化物排出量を、また表－５に中国の主要都市における大気汚染物質濃

度を示した。硫黄酸化物の排出量は旧ソ連が２千５百万トンでトップ、次いで米国が約２

千百万トン、中国は同じく約１千８百万トンと多量に排出している国の一つである。ちな

みに、中国の排出量は日本の２０倍に相当する。なお、中国における二酸化硫黄（SO2）と

煤塵排出量の経年変化を図－５に示した。図は１９８１年には１，４００万トン弱の SO2

排出量であったのが１９９２年には１，７００万トンまで増加しており、経済成長と共に

汚染物資の排出量が確実に拡大していることを示している。こうした公害問題は、大気汚

染だけにとどまらず水質汚濁についても同様のことが言える。 
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表－４ 各国の硫黄酸化物と窒素酸化物排出量 

国  名 硫黄酸化物 
（万トン） 

窒素酸化物 
（万トン） 年 

旧ソ連 ２，５００ － １９８９ 
米 国 ２，０７３ １，８７６ １９８９ 
英 国 ３５７ ２７５ １９９１ 
ドイツ ５７０ ３２４ １９９０ 
韓 国 １６０ ８８ １９９１ 
日 本 ８８ １３０ １９８９ 
中 国 １，７９５ ６００ １９９３ 

 
表－５ 中国の主要都市の大気汚染物質濃度 

都市名 二酸化硫黄 
（mg/m３） 

窒素酸化物 
(mg/m３) 

総浮遊粒子状物質 
（μｇ/ｍ３） 

降下煤塵 
（t/ｋｍ２/月） 

北 京 ０．１１７ ０．１０２ ３４０ １７．７１ 
大 原 ０．３０３ ０．０９２ ６４１ ２６．６０ 
大 連 ０．０７９ ０．１０２ １３４ ２３．３２ 
ハルピン ０．０２９ ０．０９８ ３４５ ３７．３８ 
上 海 ０．０９８ ０．０７０ ３２２ １３．８３ 
武 漢 ０．０４０ ０．０５６ ２６４ １６．９１ 
貴 陽 ０．４６３ ０．０５２ ３９２ １７．３２ 
広 州 ０．０６０ ０．１０７ ２９７ ９．８７ 
重 慶 ０．３５１ ０．０６５ ３５１ １７．８１ 
東 京＊ ０．０２０ ０．１８３ － － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

井村秀文／勝原健：「中国の環境問題」、東洋経済新報社、１９９５年参照 

中国のSO2、煤塵排出量の経年変化
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５．中国における公害対策 
中国では多くの工業都市が国家政策上内陸部に設置されていることにより、汚染問題も

それだけ深刻な要素を抱えている。特に貴陽、重慶、太原などの地域は汚染が極めて厳し

い状況にあり、対応対策に苦慮しているようである。そして、中国が本格的に環境保全活

動を開始したのは、環境保護法が制定された１９７９年９月からだと言われているが、厳

密には１９８８年に国家環境保護局が国務院の直属の機関として規定されてからであろう。 
ところで、１９８２年の日中国交１０周年に合わせ訪中した日本の竹下首相は、中国に

対して１００億円の無償資金援助を申し入れている。これを受けて中国側は自国の公害の

現状に事情に鑑み、その無償資金の全てを環境保全に役立たせたいとの意志が表明され、

これに基づき１９９７年北京に日中友好環境保全センターが誕生している。いずれにして

も中国の環境保全は、環境行政システムと防止対策技術の両面がようやく動き始めたと見

るのが妥当であろう。 
筆者がここで強く主張したいのは、中国のこの動きを加速させるためには「環境測定分

析」をビジネスとして成立させる仕組みを早急に用意する必要があると言うことである。

なぜならば、日本の経験を中国においても同じように生かすとするならば、この選択は必

須であると考えるからである。 
 

６．公害に対する事前対策実施の効果について 
１９５０年代から６０年代において厳しい公害問題を発生させた日本企業は、その後真

相が明らかにされて支払うこととなった賠償額は膨大なものであった。日本国環境庁は１

９９０年に若手による「地球環境経済研究会」を組織し、これら公害問題に支払われる賠

償額に対して、その後公害対策に掛けた費用から事前に対策が取られていた方が、明らか

に社会的なコストが低く押さえられるとの試算を行っている。この一部をまとめたのが表

－６である。「水俣病」と「イタイタイ病」については、賠償額と公害対策費用との差額が

大きいことから、事前に公害対策がとられていたいた方が有利であったことが明確である。

例えば、水俣病は１９７２年に裁判は結審しており、１９７４年から毎年健康被害額とし

て７７億円を、港湾汚染被害額として４３億円、漁業補償額として６億円の合計１２６億

円を向こう３０年に渡って払い続けることになった。これに対して、１年間の公害対策費

は僅か１億２万円程度（１１年間の投資額に基づく）で済んでいる。イタイイタイ病につ

いても賠償額２５億円／年に対して、公害対策費は６億円／年で済んでいる。 
一方、四日市喘息のケースは、最も被害の大きかった磯津地区のケースを四日市全市で

見られると仮定した場合の被害額が２１０億円に対して、公害対策費は１４８億円（四日

市全域の公害対策費用）、これも対策費の方が被害額より少ないとの試算になっている。 
こうしてみると、中国においても将来考えられる被害額（社会コスト）の軽減を図るた

めには、今から真剣な公害対策に乗り出すことが賢明な選択であることは言うもでもない。 
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表－６ 公害による金銭的被害評価と公害対策費用との関係 
項   目 四日市喘息 水 俣 病 イタイイタイ病 
被 害 額 ３．３１億円 

１９７４年以降の平 
均な保証給付額 

 
（２１０．７０億円）＊ 

１２６．３１億円＊ 
健康被害額：７６．７１ 
港湾汚染〃：４２．７１ 
漁業補償額： ６．８９ 
合  計  １２６．３１ 

２５．１８億円＊ 
 賠 償 額： ７．４３ 
農業保証額：１７．７５ 
  合 計  ２５．１８ 

公害対策費 １４７.９５億円 

１９７１年からの公 

害防止投資の原価 

償却､運転費､金利 

監視費用を含む 

 

１．２３億円 
１９５５年から６６年 
までの投資額の原 
価償却､運転､金利 
など含む 

６．２億円 
１９７３年以降平均 
的な公害防止投資 
の年額 

備   考 ＊：この２１０.７億円は 
四日市全域が磯津 
地区並の被害が生 
じたとした場合に想 
定される被害額 

＊：１９７４年以降の 
平均な健康、港湾、 
漁業補償給付額 

＊：１９７２年以降３０ 
年間に渡って支払 
う賠償額 

 

注：いずれも１年間に支払う額である（１９８９年時換算：日本の公害経験より）。 
 

７． 日本における今日の環境問題 
日本の深刻な公害問題は１９８０年代初頭に峠を越している。その後１９８５年を境に

して地球温暖化など地球規模の環境問題が表面化し、これらに対する関心が急速に高まっ

てきた。したがって、このころ日本はすでに公害問題は終わったとの認識に立ち、特に地

方公共団体の公害部局は縮小の道を辿り始めた。ところが１９９０年代に入って、１９９

２年の地球サミット（国連環境開発会議）に照準を合わせた様々な準備会合に日本の環境

行政官が参加するに至って、どうも日本の環境保全の取り組みが欧米先進国に比べ相当に

遅れていることが分かってきた。特に、ダイオキシンを初めとする有害化学物質の規制は、

およそ１０年近くは遅れているとの見方が有力となった。有害化学物質に対する環境規制

の遅れは、測定分析技術（モニタリングテクノロジー）の遅れにとどまらず、汚染防止技

術やハザード情報などデータベース資産構築等の遅れをも意味し、したがって、環境保全

活動における世界との整合性に対する取り組みすなわち国際化への遅れが深刻であること

が明らかになってきた。 
表－７に、今日の日本が抱える環境分野の課題を示した。なお、冒頭で紹介したいわゆ

る地球環境問題についてはここでは除いた。ここで紹介している課題は、経済発展の著し

い発展途上国においても、いずれ近い将来に取り組まなければならないテーマであること

は間違いない。例えば、中国が現在進めている環境保全活動には、これらテーマを合わせ

取り組むことが肝要であると考える。 
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表－７ 今日の日本が抱える環境問題 
今 日 的 課 題 課 題 の 概 要 

･ダイオキシン（DXN）  日本はごみ処理を焼却処理に依存している。化学技術の発達に伴

い便利な製品（塩ビ製品など）が社会に供給されている。これらの多く

がごみ焼却炉で焼却処分されるが、この時、DXN が発生する。焼却

場周辺では深刻な汚染問題が表面化し住民と発生源側、あるいは行

政間で様々な紛争が起こりつつある。 
･ダイオキシン測定技術  燃焼排ガス中のダイオキシン類の試料採取技術や分析技術が必ず

しも確立されていない。人体影響を調べる血液試料などの生体試料

についての分析技術が未確立である。 
・有害化学物質汚染  ベンゼンなどの有害化学物質は、低濃度でも長期的に暴露を受け

ると健康被害（癌等に罹患）が生じる。こうした化学物質は一般社会

の様々な場所で利用されているが、その実態が不明である。欧米は

多くの化学物質が規制の対象となっている。 
･ レスポンシブルケア

（RC）と環境汚染物質の

排 出 ･ 移 動 量 把 握

（PRTR） 

企業の環境保全自主活動の一つ 
 特に化学業界では来るべき規制強化の時代（多項目規制）に備え、

新たな環境保全体制の構築に乗り出している。PRTR は２０００年に

は法制化される見通しである。 
･ISO９０００､１４０００の認

証取得 

 国際ビジネス市場において生き残るために国際規格のシステム認

証取得の動きが活発である。今日では ISO１４０００については約１０

００サイトで認証され、認証取得数では世界一である。 

･試験所認定制度 

（ISO ガイド２５） 

WTOの発足により発効された ISO ガイド２５に基づく試験所認定制度

が動き始めた。「Tested once and Accepted everywhere」の実現を目

指して、世界との相互承認の動きが活発化してきている。 
 
８． おわりに 
筆者の訪中は、１９８５年７月中国科学院に招待を受けて北京を訪問したのが始めてで

あった。目的は、科学院と環境アセスメントの技術交流会を行うことで、筆者は環境測定

分析の専門家として参加した。当時における筆者の正直な感想は、中国は公害問題に取り

組むより衛生問題が先のように思われた。しかし、実際はすでに高度経済成長が始まり、

地域によっては深刻な公害問題が顕在化しつつあったようだ。 
その後、１９８８年に海南島を訪問し、この島が開発マスタープランにより大きく改変

されることを知った。農業を主産業とする海南島が工場の立地や高速道、また空港建設な

ど数々の大型開発プロジェクトによって改変される。このままでは深刻な公害問題が生じ

ると思い、海南島の環境保全活動に少しでも役立つことはないだろうかとあれこれ思案し

た結果、海口市と三亜市の両市に大気汚染の状況を常時監視できる設備を贈呈することを

思い立った。この筆者の企画は、国家環境保護局を通じ海南省に紹介したところ快諾を得、

１９９０年１月には実現にこぎ着けた。大気汚染分野に限った協力であったが、「環境保全

は初めに環境監視ありき」の考えに基づき実施した支援は、極めて有効かつ効果的であっ

たと確信している。 
その後、筆者は１９９３年に非政府組織（NGO）である「中国の環境保全支援委員会」
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を組織し、中国の各地に同様の支援を続け、今日では海南省の海口、三亜を含め、ハルビ

ン、長春、西安、南京、成都、広州、珠海市など１０都市以上に及んでいる。 
こうしたこともあって、今日、このような「海南省国際環境シンポジウム」にご招待して

頂いたと認識している。 
最後に、今回このような機会を設けていただいた「海南国際シンポジウム推進委員会」

ならびに関係者に対して、心から感謝申し上げる次第である。 
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